
ALPS処理⽔に係る理解醸成に向けた情報発信等施策パッケージ（案）（概要）
〜消費者等の安⼼と国際社会の理解に向けて〜

① 安全性のみならず、消費者等の「安⼼」につなげることを意識しつつ、届けて理解してもらう情報発信を関係府省庁が連携して展開する。
② 実⾏会議ワーキンググループ等における関係者からの要望も含め、地元の声をしっかり聴いて対応する。
③ 輸⼊規制の撤廃も念頭に、海外の国・地域ごとにきめ細かく戦略的に対応する。
④ 継続的に状況等を把握し、それに応じた必要な情報を効果的に発信する。

考え⽅

施策（概要）
１ 関係省庁が連携し、政府⼀丸となり総⼒を挙げて正確な情報を発信
（１）正確で分かりやすい情報発信の積極的展開

・ 詳細な情報も⾒てもらいやすくする⼯夫を施した科学的根拠に基づく正確で分
かりやすい動画を発信

・ 海域モニタリング結果を発信 等
（２）消費者等に届く情報発信と消費者等が得たい正確な情報にたどり着きや

すくするための環境整備
・ ウェブ上でのプッシュ型広告を可能な限り活⽤
・ インフルエンサーによる東京電⼒福島第⼀原発等視察を強化
・ ポータルサイト「Fukushima Updates」において、国内外の消費者等が関⼼

度合に合わせて情報を⼊⼿できる環境を整備 等
（３）消費者等の安⼼につながる取組の展開

・ シンポジウム、商談会等を活⽤して消費者・流通業者等への説明を強化
・ ⽣産者の取組、検査体制・結果等の発信や、商品の安全性を消費者が簡単に確

認できる⼯夫の検討等、消費者の⽬線に⽴って情報発信
・ 放射線専⾨家や料理⼈等を起⽤
・ ⿂類飼育等を通じたALPS処理⽔の安全性の⾒える化を検討
・ 旅⾏会社に対して業界団体の広報誌やメールマガジンを活⽤し情報発信 等

（４）教育現場における理解醸成に向けた取組の強化
・ 放射線副読本を活⽤した出前授業や教職員研修を実施 等

（５）政府⼀体となった施策実施体制の構築
・ 関係府省庁の担当者をメンバーとして、⼀体的に施策実⾏を担う府省庁横断的

な体制を構築

２ 地元の福島県や近隣県の思いを受け⽌めながら、密に連携して発信
（１）福島県及び県内市町村が⾃らの創意⼯夫によって⾏う⾵評払拭の取組へ

の⽀援
・ ⾃治体が交付⾦を活⽤し、⽔産物の魅⼒等を県内外のメディアを通じて発信。

国も連携した取組を検討・実施 等
（２）実⾏会議ワーキンググループ等で出された地元⾃治体・業界の意⾒・要

望に寄り添った施策の実施
（３）アフターコロナの状況に応じた現地での対話や情報発信の取組の強化

３ 海外に向けて関係省庁が連携し、戦略的に発信
（１）各国・地域及び市場の状況に応じたきめ細かな対応

・ 国・地域に相応しい媒体や発信者を選択
・ 「Fukushima Updates」にALPS処理⽔に関するFAQを追加
・ ⽇本政府観光局（JNTO）グローバルサイトにALPS処理⽔の

ポータルサイトへのリンクを掲載 等
（２）海外のインフルエンサーや報道関係者等の現地招へい

・ 海外のインフルエンサーを現地に招へい
・ 輸⼊規制国の報道関係者の現地視察 等

（３）国際機関との緊密な協⼒
・ 中⽴的で専⾨的知⾒を有する国際機関（IAEA、OECD/NEA）と

緊密に協⼒した情報発信
（４）輸⼊規制の緩和・撤廃も念頭においた外交ルートでの説明

・ 優先すべき国・地域を勘案しつつ、各国・地域の政府関係者や報
道機関等への丁寧な説明や働きかけを強化 等

（５）国際会議・イベント等あらゆる機会の活⽤
・ 東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会のメインプレスセン

ターにブースを設置し説明 等

４ 国内外の状況を継続的に把握し、臨機応変に発信
（１）ALPS処理⽔への理解に必要な情報の認識状況等の把握

・ ALPS処理⽔の安全性等の認識状況等について、国内の消費者や
海外の消費者を対象としたインターネット調査により継続的に把
握

（２）⾵評影響の把握
・ 福島県や隣県等の産業について⾵評影響等を調査
・ 福島県産農産物等の⽣産から流通・販売に⾄る実態を調査・分析

（３）⾵評構造の分析
・ 的確な⾵評対策とすべく、⾵評の構造（メカニズム）等を分析す

るとともに、これまで実施した取組の効果測定や評価分析を実施

資料３


